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平成１５年度９月補正予算案主要事項説明

商 工 部

【雇用・経済対策の推進】

中小企業金融支援対策費事 業 名

３，０００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 事業目的

府内中小企業を取り巻く経営環境が依然として厳しい中、中小企業の更

なる発展・再生を図るため、リレーションシップバンキングとしての機能

を果たすべき地元金融機関等との連携を一層強化し、実効性のある中小企

業金融支援を目指す。

２ 事業概要

京都府が主催者となって「中小企業金融支援対策協議会」を設置し、関

係機関が一体となって府内中小企業の現状の把握等を行い時代に即応した

中小企業金融支援対策を進める。

事 業 内 容

目 的

対 象

◆中小企業金融支援対策協議会の概要方法等

・地元金融機関

・保証協会
委員構成

・経済関係団体

・学識経験者 等

金融機関と行政との連携強化について

△

リレーションシップバンキングの機能強化

△

協議事項 について

府制度融資の今後の展開方向について

△

事業再生対策と創業支援対策等について

△

担当課・係名 商工振興課 金融・組合室 金融担当 課･係直通電話番号 075-414-4822

共通－１



平成１５年度９月補正予算案主要事項説明

土木建築部、出納管理局

警 察 本 部、教育委員会【雇用・経済対策の推進】

地域密着型臨時小規模改修費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規３００，０００千円

１ 趣 旨

緊急に改修が必要な施設等において、地域に密着した小規模な事業を執行し、

厳しい経営環境にある中小零細企業の経営の下支えを行う。

２ 事業内容

事業内容

（単位：千円）

実 施 内 容 予算額 所管部局

目 的

対 象 道路舗装、交通安全施設整備

方法等 河川しゅんせつ、 170,000 土木建築部

土砂災害防止施設の補修等

府立施設の小規模修繕 10,000 出納管理局

道路標示（横断歩道）
20,000 警 察 本 部

の塗替え

府立学校の小規模修繕等 100,000 教育委員会

土木建築部 監理課 経理担当 075-414-5173

出納管理局 財産管理課庁舎管理係 075-414-4044

担当課・係名 警 察 本 部 交通規制課 施設係 課・係 電話番号 ㈹075-451-9111

(内5181)

教 育 庁 管理部 管理課計画係 075-414-5772

共通－２



平成１５年度９月補正予算案主要事項説明
土木建築部

【雇用・経済対策の推進】

土木建築部関係単独事業執行平準化対策費事 業 名

(債務負担行為限度額）
予 算 額 新規･継続の別 継 続３，０００，０００千円

１ 趣 旨

年度当初時期の工事量の減少を緩和し、年間を通じて円滑な工事執行を行う

とともに、厳しい雇用・経済情勢の中、事業の前倒しによる仕事の確保を図る。

２ 事業内容

事業内容 債務負担行為として今年度中に事業着手することにより

目 的 ① 一定の工区を完了させ、事業効果の早期発現を図る。

対 象

方法等 ② 他事業との調整を行い、コスト縮減等を図る。

③ 河川の非出水期(11月頃～５月頃)に施工する必要がある箇所の

対策を講じる。

（単位：千円）

実 施 内 容 債務負担行為限度額

道路・街路事業 ２，５２０，０００

河川・砂防事業 ４３０，０００

公 園 事 業 ５０，０００

担当課・係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係 電話番号 075-414-5173

共通－３



平成１５年度９月補正予算案主要事項説明
府民労働部

【雇用・経済対策の推進】

若年者就業支援強化推進費事 業 名

１，０００千円 新規・継続の別 新 規予 算 額

１ 趣 旨

非常に厳しい若年者の雇用情勢を踏まえ 「私のしごと館」と連携、

しながら若年者に対する就業支援の機能強化を図る。

２ 事業概要事 業 内 容

（１）若年者就業支援の機能強化目 的

対 象

相談から職業紹介までを一貫して行うワンストップサービス方法等

▲

の実施に向けた関係機関との検討経費

府北部地域における就業支援の施策展開に向けた関係機関と
▲

の検討経費

（２ 「私のしごと館」の連携強化等）

「 」 、

▲

私のしごと館 を活用した府の体験研修事業参加者等に対し

就業への意識調査を実施し 「私のしごと館」と若年者就業支援、

施策との連携強化等について検討を進める。

担当課・係名 雇用対策プロジェクト 課・係電話番号 075-414-5095

共通－４



平 成 １５ 年 度 ９ 月 補 正 予 算 案 主 要 事 項 説 明
府 民 労 働 部

【雇用・経済対策の推進】

再 就 職 促 進 対 策 費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２０，０００ 千円

【目 的】

再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の促進を図る

とともに、企業の人材ニーズ、労働者の能力水準等に応じた多様な職業能力開発機会の整

備・拡大を図る。

【対 象 者】

引き続き厳しい雇用情勢の中で、中高年ホワイトカラー離職者等をはじめ、再就職に当

たり職業能力の開発を必要とする求職者であって、公共職業安定所の受講指示・受講推薦

を受ける者を対象とする。

【事業内容】

（ ） 、 （ ）事業内容 民間教育機関での座学訓練 ２～３箇月間 に加え 事業所等での実習訓練 １箇月間

を一つの訓練コースとして設定し、実際の職場での経験も含めた実践的な能力を習得する

目 的 ことにより離職者等の再就職の促進を図る。

対 象 また、若年者向けコースを拡充し、学卒早期離転職者等をはじめとした若年離職者の就

方 法 等 業を促進する

訓 練 科 目 等 委 託 先 訓練期間 定 員

座 学 実 習 座 学 実 習

座学・実習組み合わせ訓練
▲

Ｉ Ｔ リ ー ダ ー 養 成 科 専修学校 企業現場 ３箇月 １箇月 ２０人

介 護 サ ー ビ ス 科 〃 〃 ２箇月 〃 ２０人

ビ ジ ネ ス 実 務 科 〃 〃 ３箇月 〃 ２０人

若年者向けコースの拡充

▲

初 級 シ ス ア ド 科 専修学校 ３箇月 ２０人

Ｗ e b クリエーター科 〃 ３箇月 ２０人

計 １００人

参考（当初計画）

コース数 定 員

中 核 人 材 ３ ６０人

〃 （大学等委託） ８ １９０人

情 報 通 信 関 連 ３０ ５５２人

就 職 促 進 １０ ２２０人

〃 （事業主委託） １００人－

若 年 者 向 け コ ー ス ６ １２０人

合 計 ５７ １，２４２人

担当課・係名 能力開発課 指導係 課・係電話番号 075-414-5105

共通－５



平成１５年度９月補正予算案主要事項の説明

教育委員会

【雇用・経済対策の推進】

高 等 学 校 等 修 学 資 金 貸 与 事 業 費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続事業の別２４６,７８０千円

１ 目 的

勉学意欲がありながら経済的理由により修学が困難な高校生等に対し、修学資金の貸与

を行うことにより、教育の機会均等を図り、もって社会の発展に寄与する人材の育成に資

する。

２ 内 容

貸与希望者の増加に伴い、貸付金を増額する。

○今年度中の貸与人数等（見込み）

当 初 ９月補正 合 計

貸与人数 ６０６人 ９４４人 １,５５０人

事 業 内 容 貸 与 額 １７８,７２８千円 ２４６,７８０千円 ４２５,５０８千円

目 的

対 象 ○制度概要

方法等

対 象 者 (1) 親権者等が府内に住所を有すること。ただし、貸与を受ける者

が成年であるときは、貸与を受ける者が府内に住所を有している

こと。

(2) 高等学校、中等教育学校（後期課程に限る ）又は高等専門学。

校に在学すること。

(3) 勉学意欲があると認められること。

(4) 経済的理由により修学が困難であると認められること。

(5) 同種の資金の貸与又は給付を受けていないこと。

※平成15年度１・２年生が対象（平成14年度新１年生から学年進行）

貸与月額 ・国公立 自宅通学 １８，０００円以内

（無利息） 自宅外通学 ２３，０００円以内

・私 立 自宅通学 ３０，０００円以内

自宅外通学 ３５，０００円以内

担当課・係名 高校教育課 振興係 課・係電話番号 075-414-5856

共通－６


